
 

 

 

ものづくり産業の振興施策に関する令和４年度 

事業の実施状況及び令和５年度の主な取組 

（ものづくり産業振興に関する県民条例第１８条に基づく報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年６月 

宮 城 県 



 

目   次 

 

１ 基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 

２ ものづくり産業振興に関する施策体系図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 

３ 令和４年度事業の実施状況 

（１）ものづくり事業者の経営基盤の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

（２）ものづくり産業における新事業の創出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

（３）産学官の連携の推進等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

（４）事業環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

（５）人材の育成及び定着・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

（６）ものづくり産業に関する企業の立地の促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 

（７）震災復興関連事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 

 

４ 令和５年度の主な取組 

（１）ものづくり事業者の経営基盤の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 

（２）ものづくり産業における新事業の創出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 

（３）産学官の連携の推進等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 

（４）事業環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26 

（５）人材の育成及び定着・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27 

（６）ものづくり産業に関する企業の立地の促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27 

（７）震災復興関連事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 28 



- 1 - 

 

１ 基本方針 

 県は、次に掲げる基本方針に基づき、ものづくり産業の振興に関する施策を講ずるものとする。 

 

 

一 ものづくり事業者が有するものづくり基盤技術の高度化を促進し、その経営基盤

の強化を図ること。 

 

二 ものづくり産業における新事業の創出を図ること。 

 

三 産学官の連携の推進を図ること。 

 

四 ものづくり事業者の事業環境の整備を図ること。 

 

五 ものづくり産業を担う人材の育成及び定着を図ること。 

 

六 ものづくり産業に関する企業の立地の促進を図ること。 

 

 

参考１：ものづくり産業の定義（第2条関係） 

次のいずれかに該当する業種をいう。 

・ 食料品製造業、電子部品・デバイス製造業、電気機械器具製造業等の製造業 

機械修理業、ソフトウェア業、デザイン業、機械設計業その他の工業製品の設計、製造又は修理と密接に関連す

る事業が属する業種 

 

参考２：議会への報告等（第18条関係） 

知事は、毎年度、ものづくり産業の振興に関して講じようとする施策を明らかにした文書を作成し、これを議会

に提出するとともに、公表するものとする。 

２ 知事は、毎年度、ものづくり産業の振興に関して講じた施策の実施の状況を議会に報告するとともに、公表す

るものとする。 
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２ ものづくり産業振興に関する施策体系図 

 県は、１の基本方針に基づき、ものづくり産業の振興に関する施策を講ずるに当たり、東日本大震災に

よる甚大な被害の復旧・復興に最優先で取り組むとともに、「新・宮城の将来ビジョン」に掲げられる取

組に従い、具体的な事業を展開するものとし、以下で条例各条項に該当する新・宮城の将来ビジョンの取

組体系を示す。（括弧書きは、新・宮城の将来ビジョンで定められた「１８の取組」の番号を示す。） 

 

第8条 

ものづくり事業者の経営基盤の強化 

 

産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・

新産業の創出（うち、県内のものづくり産業の成長支援に関すること） 【取組１】 

  

地域の底力となる農林水産業の国内外への展開（うち、農林水産業の持続的発展と 

食産業の振興に関すること） 【取組３】 

  

  

 

 

 

 

豊かな自然と共生・調和する社会の構築 【取組１６】 

 

第9条 

 ものづくり産業における新事業の創出 

 

産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・

新産業の創出（うち、新技術・新産業の創出に関すること） 【取組１】 

  

  

 

 

第10条 

 産学官の連携の推進等 

 

 

 

 

 

 

 

 

産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・

新産業の創出（うち、産学官連携による成長支援に関すること） 【取組１】  

時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備 （うち、経営力強 

化の支援に関すること）【取組４】 

環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタイルの確立 【取組１５】 

時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備 （うち、新事業の創

出に関すること）【取組４】 
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第11条 

 事業環境の整備 

 

 

   

 

 

 

 

  

  

 

 

第12条 

 人材の育成及び定着 

 

産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・

新産業の創出（うち、人材の育成及び定着に関すること） 【取組１】 

 

 

 

 

 

 

 

第13条 

 ものづくり産業に関する企業の立地の促進 

 

産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・

新産業の創出（うち、ものづくり産業の企業の立地促進に関すること） 【取組１】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・

新産業の創出（うち、新規顧客の獲得に関すること）【取組１】 

地域の底力となる農林水産業の国内外への展開（うち、県産農林水産物の販路開

拓に関すること） 【取組３】 

 
時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備（うち、経営基盤の安

定化に関すること）【取組４】 

時代に対応した宮城・東北の価値を高める産業基盤の整備・活用 【取組５】 

時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備（うち、産業人材の育

成に関すること）【取組４】 

多様で変化する社会に適応し，活躍できる力の育成【取組８】 
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３ 令和４年度事業の実施状況 

 

（１）ものづくり事業者の経営基盤の強化 

県は、ものづくり事業者の製品開発力及び技術提案力の向上を図り、その競争力を高めるとともに、その経営

基盤の強化を図るため、ものづくり基盤技術の高度化の促進、経営能率の向上の促進その他必要な施策を総合的

に推進するものとする。（第８条） 

 

自動車関連産業については、自動車産業の集積を目指し、自動車関連企業ＯＢのアドバイザーによる地域企業

への指導・助言や生産現場改善支援等を行ったほか、展示商談会等の開催により県内企業への取引拡大の支援を

実施した。また、県内の中小企業等を対象に、専門家派遣による経営計画等の指導を行ったほか、県内中小製造

業の後継候補者等に対し、戦略的経営に取り組む「次世代リーダー」の育成支援を行う等、伴走型支援体制を拡

充する取組を行った。 

                                           （単位：千円） 

関係事業名 
当初予算額 

［決算額］ 
実施概要（担当課・室） 

地域未来創出事業

（先導型含む） 

 

19,225  

［17,071］ 

県内７圏域で中核的な行政サービスを担う地方振興（地域）事務所が、各

圏域における課題解決に向け、地域特性や地域資源を効果的に活用しなが

ら、産業振興を中心とした地域振興の横断的・一体的な取組として事業を

実施した。                   （富県宮城推進室） 

ＫＣみやぎ（基盤

技術高度化支援セ

ンター）推進事業 

6,808  

［6,160］ 

  

KCみやぎ技術相談窓口によるワンストップ相談・課題解決支援(94件)を行

うとともに、産学共同研究会委託運営(7件)やセミナー及び施設見学会を開

催(1回)し、地域企業の基盤技術の高度化や技術力向上を図った。（構成機

関全体の技術相談件数843件）。               （新産業振興課） 

富県宮城技術支援

拠点整備拡充事業 

 

206,804  

  ［185,097］ 

3ｍ法電波暗室測定システム、超低温恒温恒湿槽、電界放出型電子プローブ

マイクロアナライザ、超高速液体クロマトグラフ質量分析システムを導入

した。                      （新産業振興課） 

高度電子機械産業

集積促進事業 

133,085  

［109,266］ 

 

高度電子機械産業における、高成長・高付加価値市場への参入を目指し、

産学官の連携による「みやぎ高度電子機械産業振興協議会（会員数：490

（R3）→512（R4）」を運営母体に今後、高成長が見込まれる「半導体・エ

ネルギー」、「医療･健康機器」、「航空機」を重点分野として位置づけて

各種事業を展開した。コロナ禍で活動が制限される中、Webを活用したセミ

ナー等を開催（計12回、延べ747人参加）したほか、大型展示会への出展（計

5回、延べ26社参加）やビジネスマッチング・個別企業紹介（計145回、延

べ451社）、国際認証取得奨励金（交付2件）を実施した。MEMS関連事業に

関しては、平成16年度に設立された産学官連携組織「MEMS パークコンソー

シアム」の事業の企画・運営に参加することにより、セミナー等の開催を

通じて、MEMS技術に関する情報共有・発信、ネットワーク構築、事業化推

進等の活動を支援した。産学官が連携して設立した「みやぎ高度電子機械

人材育成センター」を通じた、県内理工系大学･高専の学生を対象とした実

践的な研修（全5日間）を開催した。（受講者22名、うち修了者20名） 

                                    （新産業振興課） 
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ものづくり基盤技

術高度化支援事業 

8,430  

［8,430］ 

みやぎ産業振興機構に Go-Tech の事業管理を担当する専従職員を配置 

（Ｈ30：3名→Ｒ1：5名→Ｒ2：6名→Ｒ3～：4名）し、令和4年度は新規

2 件、継続案件 5 件の事業管理に対応した。※R4～国補助事業「成長型中

小企業等研究開発支援事業（Go-Tech）」に変更     （新産業振興課） 

新規参入・新産業

創出等支援事業 

68,678  

［60,395］ 

新事業、新産業創出などの促進を図るため産学連携・産産連携のもと共同

で行われる研究開発及びその事業化に要する経費を支援（地域イノベーシ

ョン創出型：補助採択4件、グループ開発型：補助採択3件）した。また、

高度電子機械産業分野で、川下企業等への参入を目指して試作開発等に取

り組む県内企業に対して、その経費の一部を支援（成長分野参入支援型：

補助採択6件）した。                  （新産業振興課） 

地域企業競争力強

化支援事業 

12,265  

［10,488］ 

 

県内企業の技術力向上・競争力強化を図るため、産業技術総合センターと

企業等が連携し、前年度に引き続き、多相流シミュレーション技術の高度

化研究及び環境発電・多点センシング・ビッグデータを活用した県内産業

の高度化の研究や技術移転を実施した。           （新産業振興課） 

デジタルエンジニ

アリング高度化支

援事業 

15,642  

［10,974］ 

産学官連携による研究会やセミナーの開催（計3回、延べ142人参加） 及び

産業技術総合センターでの研修を実施 （3コース、10人修了）した。また、

地域企業が抱える個別課題の解決や試作品の開発支援を行い、デジタルエ

ンジニアリング技術の普及促進を図った。           （新産業振興課） 

次世代リーダー育

成支援事業 

6,000  

［6,000］ 

 

受講者12名に対し、経営戦略、マーケティング、新事業展開や先進技術 

（AI・IoT等）活用等に関する「次世代リーダー育成講座」を実施した。 

                          （新産業振興課） 

中小企業等デジタ

ル化支援事業 

158,000  

［ 99,876］ 

県内中小企業等がデジタル技術を活用した生産性向上等を図れるよう、各

種支援を行った。 

1 セミナー等開催 

経営者向けデジタル化推進セミナー（参加109人）、宿泊事業者向けデジ

タル化推進セミナー（参加62人）を開催した。 

2 アドバイザー派遣 

中小企業等のデジタル化に向けた相談対応を行うアドバイザー派遣を 

97件実施した。 

3 デジタル化導入補助 

生産性向上等を目的にデジタル化に取り組む中小企業等の事業 62 件に対

し、採択。費用の一部を補助した。        （産業デジタル推進課） 

自動車関連産業特

別支援事業 

 

 

 

 

 

  65,427  

  ［51,902］ 

 

 

自動車関連産業における新規参入や取引拡大を図るため、「みやぎ自動車

産業振興協議会（会員数：623（R4）」を運営母体に「みやぎ自動車産業振

興ビジョン」に掲げる「受注獲得・取引創出」「人材創出・育成」「技術

開発・技術力強化」を重点取組分野と位置づけて各種事業を展開した。 

「受注獲得・取引創出」分野では、東北各県・北海道と連携した合同展示

商談会1件（出展63企業・団体〔うち宮城県11社〕）、県単独による商

談会２件（参加６社）を開催したほか、異業種展示交流会への共同出展 

1 件（参加 5 社、出展費用の一部補助）などを通じて、県内企業の新規参

入や取引拡大を支援した。 
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「人材創出・育成」分野では、大学や自動車関連企業協力のもと、「みや

ぎカーインテリジェント人材育成センター」において、自動車の基礎、電

子制御などの実践的な研修を開催し、県内理工系大学生や宮城で就職を考

えている首都圏等の大学生等が参加した（6講座、102人修了）。また、県

内企業向けに技術動向やカーボンニュートラルをテーマとした自動車関連

産業セミナーを開催した（2回、92人参加）。 

「技術開発・技術力強化」分野では、生産現場における生産性向上等の取

組を支援するため、専門アドバイザー等による集合研修を開催（5 回、延

べ28社参加）したほか、実際の生産工程での個別支援（7社）を実施した。

更には、産業技術総合センターが中心となり、国等の競争的資金獲得や自

動車メーカーへの新技術・新工法の提案に向けた共同研究（6件）のほか、

県内企業の製品開発・提案力向上のための講座を開催した（6 回、延べ 

25社参加）。                  （自動車産業振興室） 

中小企業経営支援

体制強化事業 

 

195,142  

［190,518］ 

（公財）みやぎ産業振興機構（県中小企業支援センター）において、専門

家派遣事業（23社78回）をはじめ、起業から販路開拓までを集中的に支援

するステージアップ支援事業を実施した。（公財）みやぎ産業振興機構（県

中小企業支援センター）において、中小企業等による人材・技術・情報等

の経営資源を活用した創業、経営革新、取引支援、販路拡大、情報化等の

取組に対する支援を行った（取引あっせん成立件数123件）。 

                        （中小企業支援室） 

水産加工業企業力

強化支援事業 

54,429  

［45,022］ 

震災からの回復が遅れている水産加工業について、生産現場における生産

性改善や企業グループによる経営研究（勉強会）等の活動を支援するなど、

（公財）みやぎ産業振興機構のものづくり支援ノウハウを活かし、伴走型

支援を実施した。（生産性改善支援11社、企業グループによる経営研究等

支援6グループ、専門家派遣23社、88回）         （中小企業支援室） 

小規模事業者伴走

型支援体制強化事

業 

32,732  

［ 6,915］ 

小規模事業者の経営計画作成から計画に基づく取組までの指導を行う商工

会・商工会議所に対し、中小企業診断士等の専門家を招いた経営計画等作

成セミナー等の実施（26回）や専門家派遣による個別指導の実施（171回）

に係る経費の補助を行い、小規模事業者への支援体制の強化を図った。 

                        （中小企業支援室） 

創業・第二創業支

援事業 

87,175  

［79,408］ 

県内に事業所を置いて新たに創業又は第二創業する事業者に対し、スター

トアップ資金の補助を行った。（補助実績R4新規21件、R3からの継続21件）

さらに、東京圏から県内に移住し、新たに創業又は第二創業する事業者に

対しても併せてスタートアップ資金の補助を行った。（5者） 

                         （中小企業支援室） 

生産現場改善強化

支援事業 

41,285  

［35,933］ 

県内ものづくり中小企業・小規模事業者に対する伴走型支援体制を拡充し、

生産現場における生産性改善等の取組を支援するとともに、人員配置の適

正化等による経営安定化を図った。（生産性改善活動支援13社、生産性向

上のための設備導入等支援10社、現場改善セミナーの開催2回） 

 （中小企業支援室） 



- 7 - 

 

 

取引拡大チャレン

ジ支援事業 

20,215  

［16,176］ 

<営業活動強化費用補助事業>（公財）みやぎ産業振興機構が個別あっせん

又は商談会等で紹介した県外の発注企業へアフターフォローのため訪問す

る費用及び下記商談会等に参加する県内ものづくり中小企業・小規模事業

者の参加費用等の一部を補助し、 中小企業等の受注獲得を支援した(補助

件数77件4,011千円) 。 

<商談会等開催事業>県内ものづくり中小企業・小規模事業者を対象に、他

都道府県や全国的な団体の協力のもと、①みやぎ広域取引商談会(参加企業

数：207社)、②宮城・山形・福島合同商談会(参加企業数：192社)、③個別

提案会（4回実施）を開催した。 

<ＷＥＢ営業活動強化費用補助事業>自社の技術力や商品を紹介する動画を

作成する際の専門家派遣費用を負担し、ものづくり中小企業・小規模事業

者の取引の拡大・確保を支援した(補助件数14件)。 （中小企業支援室） 

中小企業販路開拓

総合支援事業 

34,846  

［29,015］ 

県内の中小企業者等の商品・製品または技術について、市場ニーズに適合

した製品化及び製品のブラッシュアップを図るため、企業のマーケティン

グ調査を支援し、製品の効果的な市場投入を促進した。また、中小企業者

等の販路開拓及び販路拡大を図るため、企業の営業力向上及び商品力向上

を集中的に支援するとともに、企業の引き合わせを行い、新たな取引機会

を提供した。＜市場投入支援＞採択企業：7社（国内型7社）＜販売力向上

支援＞支援企業数：5社 ＜市場投入フォローアップ支援＞支援企業数： 

3社 ＜集合研修＞開催回数：1回 ＜引き合わせ支援＞支援企業数：12社 

引き合わせ件数：76件              （中小企業支援室） 

クリーンエネルギ

ーみやぎ創造事業 

339,930  

［340,506］ 

県内事業者による二酸化炭素排出量の削減等を図るため、県内事業者が行

う省エネルギー設備及び再生可能エネルギー等設備の導入の取組を支援し

たほか、県内で実施する二酸化炭素の排出削減に資する調査、技術若しく

は製品の研究開発等の取組を支援した。（高効率設備等導入事業45件、再

生可能エネルギー等設備導入支援事業13件、研究開発等事業3件）また、

県内における環境関連産業の振興を図るため、県内事業者が行う環境関連

設備・デバイス等の製品開発の取組を支援した。（宮城県新エネルギー等

環境関連設備開発支援事業6件）          （環境生活部環境政策課） 

燃料電池自動車普

及推進事業 

74,258  

［40,760］ 

県民・法人のFCV等の導入に係る経費に対する補助（FCV４台）のほか、FCV

に対する認知度の向上や利用機会の拡大に向け、公用車として導入した

FCVの貸出等を通じた普及啓発や、FCVレンタカーの活用実証を行うととも

に、FCバスの路線運行及びFCV タクシーの導入（2台）や運行（5台）等

を支援した。また、スマート水素ステーションの保守点検など維持管理を

行った。            （環境生活部再生可能エネルギー室） 

水素エネルギー利

活用普及促進事業 

13,750  

［ 7,258］ 

県民の水素エネルギーへの認知度向上のため、普及啓発イベント（3回）や

高校生向け出前講座（2回）を実施したほか、水素エネルギー普及啓発動画

を制作した。          （環境生活部再生可能エネルギー室） 
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水素エネルギー産

業創出事業 

2,200  

［  377］ 

水素エネルギーに関する将来の産業創出に向けて、事業者等を対象とした

水素・燃料電池関連産業に関するセミナーを1回開催した。 

（環境生活部再生可能エネルギー室） 

食材王国みやぎの

「食」ブランド化

推進プログラム事

業 

 

7,487  

［6,647］ 

首都圏から県内生産現場に実需者を招へいする「みやぎ食材出会いの旅」

を実施するとともに、首都圏ホテル等での「食材王国みやぎフェア」の開

催を支援した。また、「せり」及び「メカジキ」のブランド化推進を図る

ため、令和3年度に策定したブランド化戦略に基づき、春せりのレシピ開発、

レシピ動画制作、せり加工品の試作・テスト販売及びメカジキフェア等を

実施し、付加価値と認知度の向上を図った。  （農政部食産業振興課） 

みやぎの食材バリ

ューチェーン構築

プロジェクト 

29,284  

［23,539］ 

 

付加価値の高い商品づくりを支援するため、13者に対し商品開発経費の一

部を補助した結果、各事業者が新商品を開発できた。うち7者は未利用資源

を活用するなど環境に配慮した商品開発に繋げた。 

商談機会を創出するため、山形県等と連携して展示商談会を開催し、県内

食品製造業者等37者が県内外のバイヤーと商談を行ったほか、首都圏の大

規模商談会に宮城県ブースを出展し、県内事業者20者が自社製品を広くPR

するとともに商談を行った。 

展示商談会の実施に当たっては、参加者等の検温や手指消毒を徹底するな

ど、コロナウイルス感染防止に努めた。 

食品製造業者等からの原材料調達の要望については、適時、生産者等との

マッチングを支援した。うち1件は、コーディネーターを派遣した。 

                       （農政部食産業振興課） 

地域資源・キャリ

ア人材フル活用推

進事業 

25,079  

［19,816］ 

 

農山漁村地域を支える多様な人材の育成・確保を図るため、地域のまとめ

役となる地域コーディネーターの育成研修会や県職員が持つ知識や経験を

活かして地域資源である廃校を活用したイベントを行った。また、地域側

の受入体制づくりとして交流活動や情報発信などを実施する事業者に対し

て助成を行うとともに、都市部人材とのマッチングや現地フィールドワー

クなどの実施により、交流・関係人口の創出・拡大を図った。 

地域資源を活用した６次産業化に取り組む事業者や新たに創業する事業者

に対して、機器整備等の導入に要する経費の補助や専門家派遣による事業

計画策定、新商品開発等の支援を実施した。また、６次産業化商品の認知

度向上、消費拡大を図るため展示販売会を開催した。さらに、農産物直売

所の役割強化について、現状分析を踏まえた事業提案を行い、今後の機能

強化に向けた支援を実施した。さらに、農産物直売所の役割強化について、

現状分析を踏まえた事業提案を行い、今後の機能強化に向けたソフト支援、

機器整備のハード支援を実施した。   （農政部農山漁村なりわい課） 
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（２）ものづくり産業における新事業の創出 

県は、ものづくり事業者の競争力の強化に資し、かつ、将来において成長発展が期待される分野における新た

な事業の創出を促進するため、必要な施策を推進するものとする。（第９条） 

 

高度電子機械産業の中でも、特に高い成長が見込まれる「半導体・エネルギー」、「医療･健康機器」、「航空

機」を重点分野と位置づけ、市場理解、技術高度化及び取引創出・拡大等を目指すため、市場セミナー等を開催

するとともに、新事業創出に向けた研究開発の支援を行った。また、県内の企業が抱える課題に対応するため、

単独で保有することが難しい機器等を産業技術総合センターに設置した。 

                                            （単位：千円） 

関係事業名 
当初予算額 

［決算額］ 
実施概要（担当課・室） 

富県宮城技術支援

拠点整備拡充事業

［再掲］ 

206,804  

［185,097］ 

3ｍ法電波暗室測定システム、超低温恒温恒湿槽、電界放出型電子プローブ

マイクロアナライザ、超高速液体クロマトグラフ質量分析システムを導入

した。                          （新産業振興課） 

起業家等育成支援

事業 

2,121  

［1,751］ 

起業家育成施設「東北大学連携ビジネスインキュベータ（通称 T-Biz）」

に入居する企業11社に対し賃料補助を実施した。    （新産業振興課） 

ものづくり産業振

興起業家等育成支

援事業 

6,000  

［4,507］ 

研究開発等を行うベンチャー企業等13社に対し、事務所・研究室等として

県内の賃貸物件（T-Bizを除く）への入居に係る賃料補助を実施した。 

（新産業振興課） 

みやぎ優れＭＯＮ

Ｏ発信事業 

8,500  

［8,500］ 

技術、品質、安心・安全、環境など12項目の基準をクリアした6製品を第

15回「みやぎ優れMONO」として認定し、各種の特典や支援を実施した。 

                          （新産業振興課） 

高度電子機械産業

集積促進事業 

［再掲］ 

133,085  

［109,266］ 

 

高度電子機械産業における、高成長・高付加価値市場への参入を目指し、

産学官の連携による「みやぎ高度電子機械産業振興協議会（会員数：490

（R3）→512（R4）」を運営母体に今後、高成長が見込まれる「半導体・エ

ネルギー」、「医療･健康機器」、「航空機」を重点分野として位置づけて

各種事業を展開した。コロナ禍で活動が制限される中、Webを活用したセミ

ナー等を開催（計12回、延べ747人参加）したほか、大型展示会への出展（計

5回、延べ26社参加）やビジネスマッチング・個別企業紹介（計145回、延

べ451社）、国際認証取得奨励金（交付2件）を実施した。MEMS関連事業に

関しては、平成16年度に設立された産学官連携組織「MEMS パークコンソー

シアム」の事業の企画・運営に参加することにより、セミナー等の開催を

通じて、MEMS技術に関する情報共有・発信、ネットワーク構築、事業化推

進等の活動を支援した。産学官が連携して設立した「みやぎ高度電子機械

人材育成センター」を通じた、県内理工系大学･高専の学生を対象とした実

践的な研修（全5日間）を開催した。（受講者22名、うち修了者20名） 

                                          （新産業振興課） 
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ものづくり基盤技

術高度化支援事業

［再掲］ 

8,430  

［8,430］ 

みやぎ産業振興機構に Go-Tech の事業管理を担当する専従職員を配置 

（Ｈ30：3名→Ｒ1：5名→Ｒ2：6名→Ｒ3～：4名）し、令和4年度は新規

2 件、継続案件 5 件の事業管理に対応した。※R4～国補助事業「成長型中

小企業等研究開発支援事業（Go-Tech）」に変更    （新産業振興課） 

みやぎの伝統的工 

芸品産業振興事業 

8,453  

［6,690］ 

 

県内の地域において育み受け継がれてきた伝統的工芸品の振興を図るた

め、新商品開発や販路拡大等に向けた支援（補助採択 7 件）や伝統的工

芸品に係るイベント等への参加（5件）などを行った。また、県内向けPR

としてR3年度から展示会を開催し、展示方法等を工夫し、昨年と比較して

4倍の来場者数となった。                  （新産業振興課） 

新規参入・新産業

創出等支援事業 

［再掲］ 

68,678  

［60,395］ 

新事業、新産業創出などの促進を図るため産学連携・産産連携のもと共同

で行われる研究開発及びその事業化に要する経費を支援（地域イノベーシ

ョン創出型：補助採択4件、グループ開発型：補助採択3件）した。また、

高度電子機械産業分野で、川下企業等への参入を目指して試作開発等に取

り組む県内企業に対して、その経費の一部を支援（成長分野参入支援型：

補助採択6件）した。                  （新産業振興課） 

地域企業競争力強

化支援事業［再掲］ 

12,265  

［10,488］ 

 

県内企業の技術力向上・競争力強化を図るため、産業技術総合センターと

企業等が連携し、前年度に引き続き、多相流シミュレーション技術の高度

化研究及び環境発電・多点センシング・ビッグデータを活用した県内産業

の高度化の研究や技術移転を実施した。            （新産業振興課） 

デジタルエンジニ

アリング高度化支

援事業［再掲］ 

15,642  

［10,974］ 

産学官連携による研究会やセミナーの開催（計3回、延べ142人参加） 及び

産業技術総合センターでの研修を実施 （3コース、10人修了）した。また、

地域企業が抱える個別課題の解決や試作品の開発支援を行い、デジタルエ

ンジニアリング技術の普及促進を図った。            （新産業振興課） 

AI・IoT産業創出・

活用促進支援事業 

46,300  

［34,327］ 

県内産業のデジタル化・DXを進めるため「時代と地域が求める産業人材育

成事業」を実施し、参加企業23社に対し、経営課題の整理、DXを推進する

社内人材の育成、DX推進プランの策定の支援等を実施した。また、ベンダ

ー企業（IT企業）とユーザー（非IT企業）との連携を促進するため「異業

種連携促進支援事業」を実施し、ユーザー・ベンダー双方に資するテーマ

でオンラインセミナーを開催した（県内製造業4社が参加）。更に、県内に

おける先進的なAI・IoTビジネスの創出・市場形成を図るために「先進的AI・

IoT活用ビジネス創出実証事業」を実施し、AI・IoTを活用したビジネスモ

デルの企画、システム開発・実証案件1件を採択、経費の一部を補助した。     

（産業デジタル推進課） 
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みやぎIT商品販

売・導入促進事業 

28,313  

［14,757］ 

 

県内 IT 企業とユーザー企業及び教育機関の関係深化に資する産学情報通

信関連技術データベース「Open Inovation みやぎ」を構築したほか、県内

IT企業が業務を獲得するのに必要な知識・技術を習得するため先進企業や

大学等へ技術者を派遣する費用の一部を補助した（1 社 3 人）。また、デ

ジタル人材の発掘と起業家の育成を目的として「みやぎハッカソン実行委

員会」を組織し「みやぎハッカソン」を試行的に開催したところ、71チー

ム322人の応募があり、選考を経た10チーム50人が参加、テーマに沿っ

たアプリ開発を行った結果、3 チームに最優秀賞・優秀賞・マイナンバー

カード賞が贈呈された。更に、県内IT企業がニーズに即した実用的IT商

品を開発及び改良する費用の一部を補助した（1社）ほか、県内IT企業の

開発商品のうち、技術の先進性や市場価値等により優れた商品を「みやぎ

認定IT商品」として認定し（1社1商品）、ロゴマークの使用、専門家の

派遣や IT 商品導入促進事業補助金等のメリットを付与した（補助金交付 

2社2商品、県内最大級の展示会「ビジネスマッチ東北」出展4社4商品）。 

                         （産業デジタル推進課） 

中小企業経営支援

体制強化事業 

［再掲］ 

 

195,142  

［190,518］ 

 

(公財)みやぎ産業振興機構（県中小企業支援センター）において、専門家

派遣事業（23社78回）をはじめ、起業から販路開拓までを集中的に支援す

るステージアップ支援事業を実施した。（公財）みやぎ産業振興機構（県

中小企業支援センター）において、中小企業等による人材・技術・情報等

の経営資源を活用した創業、経営革新、取引支援、販路拡大、情報化等の

取組に対する支援を行った（取引あっせん成立件数123件）。 

               （中小企業支援室） 

創業・第二創業支

援事業［再掲］ 

87,175  

［79,408］ 

 

県内に事業所を置いて新たに創業又は第二創業する事業者に対し、スター

トアップ資金の補助を行った。（補助実績R4新規21件、R3からの継続21件）

さらに、東京圏から県内に移住し、新たに創業又は第二創業する事業者に

対しても併せてスタートアップ資金の補助を行った。（5者）  

 （中小企業支援室） 

新事業創出支援事

業 

19,000  

［ 5,650］ 

 

中小企業等を対象として、地域資源や優れたビジネスアイデアを活かした、

新商品・新サービスを提供するための商品開発等を支援した（6件）。 

（中小企業支援室） 

クリーンエネルギ

ーみやぎ創造事業 

［再掲］ 

 

339,930  

［340,506］ 

 

 

県内事業者による二酸化炭素排出量の削減等を図るため、県内事業者が行

う省エネルギー設備及び再生可能エネルギー等設備の導入の取組を支援し

たほか、県内で実施する二酸化炭素の排出削減に資する調査、技術若しく

は製品の研究開発等の取組を支援した。（高効率設備等導入事業45件、再

生可能エネルギー等設備導入支援事業13件、研究開発等事業3件）また、

県内における環境関連産業の振興を図るため、県内事業者が行う環境関連

設備・デバイス等の製品開発の取組を支援した。（宮城県新エネルギー等

環境関連設備開発支援事業6件）         （環境生活部環境政策課） 
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（３）産学官の連携の推進等 

県は、新たな事業の創出を促進し、並びにものづくり基盤技術の高度化及びものづくり産業を担う人材の育成

を図るため、産学官の連携によるものづくり基盤技術の高度化等に関する研究開発及びその成果の利用の促進、

産学官の多様な交流の機会の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

県は、知的財産の活用によるものづくり事業者の競争力の強化を図るため、大学等における研究成果のものづ

くり事業者への移転の促進、情報の提供、助言その他の必要な施策を講ずるものとする。（第10条） 

 

学術研究機関、経済・産業団体、金融機関、産業支援団体が参画する「ＫＣみやぎ推進ネットワーク」により、

ワンストップ体制による技術相談、産学共同研究会の運営、広報活動等の継続・充実を図るとともに、復興需要の

収束後を見据えた「富県宮城」の実現に向けて、（公財）みやぎ産業振興機構の体制を強化することで、県内企業

の技術基盤高度化を支援する取組を行った。 

（単位：千円）  

関係事業名 
当初予算額 

［決算額］ 
実施概要（担当課・室） 

ＫＣみやぎ（基盤

技術高度化支援セ

ンター）推進事業 

［再掲］ 

6,808  

［6,160］ 

  

KCみやぎ技術相談窓口によるワンストップ相談・課題解決支援(94件)を行

うとともに、産学共同研究会委託運営(7件)やセミナー及び施設見学会を開

催(1回)し、地域企業の基盤技術の高度化や技術力向上を図った。（構成機

関全体の技術相談件数843件）。               （新産業振興課） 

起業家等育成支援

事業［再掲］ 

2,121  

［1,751］ 

起業家育成施設「東北大学連携ビジネスインキュベータ（通称 T-Biz）」

に入居する企業11社に対し賃料補助を実施した。     （新産業振興課） 

高度電子機械産業

集積促進事業 

［再掲］ 

133,085  

［109,266］ 

 

高度電子機械産業における、高成長・高付加価値市場への参入を目指し、

産学官の連携による「みやぎ高度電子機械産業振興協議会（会員数：490

（R3）→512（R4）」を運営母体に今後、高成長が見込まれる「半導体・エ

ネルギー」、「医療･健康機器」、「航空機」を重点分野として位置づけて

各種事業を展開した。コロナ禍で活動が制限される中、Webを活用したセミ

ナー等を開催（計12回、延べ747人参加）したほか、大型展示会への出展（計

5回、延べ26社参加）やビジネスマッチング・個別企業紹介（計145回、延

べ451社）、国際認証取得奨励金（交付2件）を実施した。MEMS関連事業に

関しては、平成16年度に設立された産学官連携組織「MEMS パークコンソー

シアム」の事業の企画・運営に参加することにより、セミナー等の開催を

通じて、MEMS技術に関する情報共有・発信、ネットワーク構築、事業化推

進等の活動を支援した。産学官が連携して設立した「みやぎ高度電子機械

人材育成センター」を通じた、県内理工系大学･高専の学生を対象とした実

践的な研修（全5日間）を開催した。（受講者22名、うち修了者20名） 

                                          （新産業振興課） 

ものづくり基盤技

術高度化支援事業

［再掲］ 

8,430  

［8,430］ 

みやぎ産業振興機構に Go-Tech の事業管理を担当する専従職員を配置 

（Ｈ30：3名→Ｒ1：5名→Ｒ2：6名→Ｒ3～：4名）し、令和4年度は新規

2 件、継続案件 5 件の事業管理に対応した。※R4～国補助事業「成長型中

小企業等研究開発支援事業（Go-Tech）」に変更    （新産業振興課） 
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新規参入・新産業

創出等支援事業 

［再掲］ 

68,678  

［60,395］ 

 

新事業、新産業創出などの促進を図るため産学連携・産産連携のもと共同

で行われる研究開発及びその事業化に要する経費を支援（地域イノベーシ

ョン創出型：補助採択4件、グループ開発型：補助採択3件）した。また、

高度電子機械産業分野で、川下企業等への参入を目指して試作開発等に取

り組む県内企業に対して、その経費の一部を支援（成長分野参入支援型：

補助採択6件）した。               （新産業振興課） 

地域企業競争力強

化支援事業［再掲］ 

12,265  

  ［10,488］ 

 

県内企業の技術力向上・競争力強化を図るため、産業技術総合センターと

企業等が連携し、前年度に引き続き、多相流シミュレーション技術の高度

化研究及び環境発電・多点センシング・ビッグデータを活用した県内産業

の高度化の研究や技術移転を実施した。       （新産業振興課） 

デジタルエンジニ

アリング高度化支

援事業［再掲］ 

15,642  

［10,974］ 

産学官連携による研究会やセミナーの開催（計3回、延べ142人参加） 及び

産業技術総合センターでの研修を実施 （3コース、10人修了）した。また、

地域企業が抱える個別課題の解決や試作品の開発支援を行い、デジタルエ

ンジニアリング技術の普及促進を図った。      （新産業振興課） 

次世代素材活用推

進事業 

 

9,683  

［7,613］ 

 

県内からのセルロースナノファイバー（CNF）利用製品の創出を図るため、

地域企業が行うCNF等を活用した製品開発費用を補助した（3件）。また、

用途開発へ向けた取り組みとして、産業技術総合センターにおいて関連す

る研究を行うとともに、学術機関との共同研究（6 件）、企業の課題解決

支援支援（6件）を実施した。                     （新産業振興課） 

放射光施設設置推

進事業 

1,010,000  

［1,005,380］ 

 

東北・新潟の産学官が連携した産業利用促進と普及啓発のため、NanoTerasu

利用推進協議会を設立し、記念講演会を開催した（現地＋オンライン198

人・接続）。NanoTerasuを中核に据えたリサーチコンプレックスの形成に

向けて、関係機関との連携を図りながら取り組むとともに、今後の施策検

討を行った。また、既存放射光施設（AichiSR）における実地研修を支援し、

具体的な活用事例などの成果報告会を開催(現地＋オンライン 45人・接続)

したほか、放射光利用技術研究会講演会の開催(1回)、活用支援 FS 事業 

(3テーマ)及び成果報告会の開催(2回)により地域企業の放射光利用促進を

推進した。さらに、施設整備への県内企業者の参入支援として、マッチン

グ支援等を行った。また、地域側の整備主体である「光科学イノベーショ

ンセンター」に整備費用の一部を支援した。     （新産業振興課） 

知的財産活用推進

事業 

711  

［276］ 

 

日本弁理士会と宮城県の知的財産活用に関する協力協定に基づき、「みや

ぎ知財セミナー」を全3回にわたり、オンライン形式により開催し（延べ

参加者数131人）、知的財産についての理解向上を図った。また、産業技

術総合センターに知財コーディネーターを2名配置し、知的財産の流通促

進と併せ、それらを活用した事業化等に向けた支援を行った。宮城県発明

協会と連携し、「宮城県知的財産支援機関連絡会議」を2回開催し、県内

知的財産支援機関との情報交換の機会を儲け、連携に努めた。 

                （新産業振興課） 
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素材先端技術活用

推進事業 

1,881  

［1,095］ 

東北大学未来科学技術共同研究センターが主催するトライボジー融合研究

会と共催で本事業関連技術を扱う研究会を開催し、地域企業への技術普及

を図った【現地＋オンライン 71人・接続】。また、大学や研究機関との

共同研究（3件）、地域企業との共同研究（3件）により、地域企業の課題

解決と製品開発への支援を行った。           （新産業振興課） 

 

（４）事業環境の整備 

県は、ものづくり産業の集積を促進し、及びものづくり事業者の自主的かつ自立的な事業活動を支援するため、

産業基盤の整備、資金供給の円滑化その他の必要な施策を講ずるものとする。（第11条） 

 

ものづくり産業の基盤となる空港・港湾・道路等の整備を進めたほか、金利や信用保証料の引き下げなど、中

小企業者の経営安定等に向けた融資制度の充実を図った。また、県内製造業等の海外展開については、米国・香

港等において、県産品のテストマーケティングや海外における各種イベントにおいて県産品をＰＲするなど、県

内企業の販路開拓・取引拡大等に向けた支援を実施した。 

（単位：千円）  

関係事業名 
当初予算額 

［決算額］ 
実施概要（担当課・室） 

自動車関連産業

特別支援事業 

［再掲］ 

 

 

 

 

65,427  

 ［51,902］ 

自動車関連産業における新規参入や取引拡大を図るため、「みやぎ自動車

産業振興協議会（会員数：623（R4）」を運営母体に「みやぎ自動車産業振

興ビジョン」に掲げる「受注獲得・取引創出」「人材創出・育成」「技術

開発・技術力強化」を重点取組分野と位置づけて各種事業を展開した。 

「受注獲得・取引創出」分野では、東北各県・北海道と連携した合同展示

商談会1件（出展63企業・団体〔うち宮城県11社〕）、県単独による商

談会２件（参加６社）を開催したほか、異業種展示交流会への共同出展 

1 件（参加 5 社、出展費用の一部補助）などを通じて、県内企業の新規参

入や取引拡大を支援した。 

「人材創出・育成」分野では、大学や自動車関連企業協力のもと、「みや

ぎカーインテリジェント人材育成センター」において、自動車の基礎、電

子制御などの実践的な研修を開催し、県内理工系大学生や宮城で就職を考

えている首都圏等の大学生等が参加した（6講座、102人修了）。また、県

内企業向けに技術動向やカーボンニュートラルをテーマとした自動車関連

産業セミナーを開催した（2回、92人参加）。 

「技術開発・技術力強化」分野では、生産現場における生産性向上等の取

組を支援するため、専門アドバイザー等による集合研修を開催（5 回、延

べ28社参加）したほか、実際の生産工程での個別支援（7社）を実施した。

更には、産業技術総合センターが中心となり、国等の競争的資金獲得や自

動車メーカーへの新技術・新工法の提案に向けた共同研究（6件）のほか、

県内企業の製品開発・提案力向上のための講座を開催した（6 回、延べ 

25社参加）。                  （自動車産業振興室） 
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信用保証協会経

営基盤強化対策

事業 

48,000  

 ［ 9,933］ 

 

自動車関連産業及び高度電子機械産業等において、規模拡大や新規参入を

行う中小企業者や震災により被災した中小企業者が必要な資金を円滑に調

達できるよう、県制度融資に係る宮城県信用保証協会の保証付き融資につ

いての保証料軽減措置に対し補助金を交付し、協会経営の安定化を図った

（補助対象融資実績：2,157,421千円）。           （商工金融課） 

中小企業金融対

策事業 

124,137,324  

［ 82,480,603］ 

中小企業者に安定的かつ低利な資金を融通するために制度融資取扱金融機

関に対して原資を預託することで金融の円滑化を促進し、中小企業者の経

営の安定を図った。事業者の経営改善や事業再生を支援する資金を創設し、

コロナの影響を受けた事業者の資金繰りを支援した。（新規融資件数4,113

件、新規融資額62,928,210千円(R5.3月末現在)）      （商工金融課） 

事業承継支援体

制強化事業 

16,625  

［14,070］ 

中小企業経営者の事業承継への意識を啓発するほか、地域の支援機関が主

催する相談会の開催を支援する等、関係機関と連携し宮城県事業承継ネッ

トワークの取組を継続・強化し、円滑な事業承継を図った。（事業承継診

断5,026件、国の事業承継・引継ぎ支援センターへの相談取次ぎ件数（掘

り起こし）196件）                             （中小企業支援室） 

姉妹友好関係等

を活用した海外

販路開拓事業 

6,077  

［6,276］  

 

姉妹県州である米国デラウェア州との姉妹友好関係を生かし、ドーバー空

軍基地での県産日本酒の販路開拓に向け、同基地を訪問し関係者と面会し

たほか、近隣のニューヨーク市内レストランを会場に県産日本酒プロモー

ションを実施し、県内酒蔵8社17商品を現地酒販店・レストラン関係者に

対し紹介した。 

また、カリフォルニア州の南加宮城県人会創立120周年記念式典に出席し、

式典会場において県産品PRを実施した。              （国際政策課） 

北米及び欧州に

おける販路開拓

・定着支援事業 

9,559  

［5,207］ 

 

シアトル都市圏において、県産品の定着を図るため、令和3年度に実施し

た小売店での物産展プロモーションの結果を踏まえ、同店バイヤーに再発

注の働きかけを実施することにより、7社19商品の再発注に結び付いた。

また、現地4店舗において同商品のプロモーションを実施した。 

県産品の進出実現可能性が高いと考えられるテキサス州に立地する小売店

を擁するグループ本社を訪問（カリフォルニア州）し、令和5年度の連携

に向け協議を実施した。                    （国際政策課） 

県産食品海外ビ

ジネスマッチン

グサポート事業 

15,256  

［11,688］ 

コーディネーターによる個別相談対応や商談支援を294件、また宮城県食

品輸出促進協議会との連携により、JETRO や大手リテール等と連携した海

外フェア、商談会を 9 回、輸出セミナーを 2 回、商談会参加等に対し計 

7件の補助、バリューチェーン構築に向けた取組の支援1件を実施した。 

 （国際ビジネス推進室） 

輸出基幹品目販

路開拓事業 

9,900  

［9,378］ 

輸出基幹品目のホヤについて、沖縄県の飲食店と連携したメニューフェア

及び在日外国人への試食調査を活用した情報発信、台湾の料理人の産地招

聘を実施した。                     （国際ビジネス推進室） 
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東アジアとの経

済交流促進事業 

1,104  

［1,000］ 

韓国の日本食調理学部の学生を対象とした宮城県の食や観光の包括的 PR

を行い、県産品の販路拡大や文化交流を促進した。また、SNS やオンライ

ンツールを活用し、県内企業や商品の紹介動画を作成、配信を行った。 

                       （国際ビジネス推進室） 

海外事務所運営

費補助事業 

47,671  

［46,126］ 

韓国ソウル事務所（体制：3人）及び中国大連事務所(体制：4人)の設置運

営母体である（公社）宮城県国際経済振興協会に対し補助を行い、本県経

済の国際化とともに、貿易活動、本県企業の海外進出、国際観光振興の展

開及び技術・文化交流を推進した。           （国際ビジネス推進室） 

日本貿易振興機

構仙台貿易情報

センター負担金 

17,000  

［17,000］ 

日本貿易振興機構仙台貿易情報センター（ジェトロ仙台）の経費の一部を

負担し、同センターと国際ビジネス推進室が連携して県内企業の海外ビジ

ネス等を支援（ジェトロ仙台の相談対応件数602件）した。 

      （国際ビジネス推進室） 

みやぎグローバ

ルビジネス総合

支援事業 

1,304  

［   52］ 

海外ビジネスに積極的に挑戦しようとする県内企業を、ビジネスの深度や

段階に応じ総合的に支援するため、専門のアドバイザーによる相談対応 

（3件）を実施した。                       （国際ビジネス推進室） 

東南アジアとの

経済交流促進事

業 

10,450  

［ 7,443］ 

「宮城県アセアンビジネスアドバイザリーデスク」を設置し、県内企業の

東南アジアにおけるビジネス展開支援（現地ニーズや販売先に関する情報

収集や取引候補先の発掘等）を行い、計6社33件の支援を実施した。 

                       （国際ビジネス推進室） 

東南アジア宮城

県産品マーケテ

ィング支援等事

業 

25,293  

［22,055］ 

アジア6カ国（シンガポール、マレーシア、ベトナム、フィリピン、香港、

台湾）にて商談会等を実施し、新たに県産食品45商品を輸出する等、総額

74,077千円の実績に繋がった。               （国際ビジネス推進室） 

ものづくり海外

販路開拓支援事

業 

9,750  

［5,593］ 

ヘルスケア展示会のMEDICA2022に宮城県ブースを確保し、2社の出展支援

を行うと同時に、海外販路開拓のために海外渡航等を行う事業者に対する

11件の補助を実施した。                （国際ビジネス推進室） 

欧米地域販路開

拓事業 

8,500  

［8,490］ 

イタリアにおけるセミナーや試飲商談会を実施。県産日本酒30銘柄を紹介

し、6銘柄の成約に繋がった。            （国際ビジネス推進室） 

道路改築事業 4,794,956  

［4,373,080］ 

産業基盤として道路を整備し、地域間連携の強化、経済・交流の活性化や

交流人口の拡大など、地域の発展を目的として新規事業 8 箇所を含む、 

39箇所の事業を推進。                   （土木部道路課） 

港湾整備事業 2,155,870  

［1,766,942］ 

仙台塩釜港（仙台港区）において、船舶の大型化やコンテナ貨物の増大に

対応するため、高砂コンテナターミナルの拡張整備を推進した（仙台港区

高砂埠頭用地造成事業（4ha））。          （土木部港湾課） 

港湾利用促進事

業 

8,577  

［7,491］ 

集荷促進や企業誘致に向けて、企業訪問（130 社）やセミナー（2 回）の

開催などのポートセールスを展開し、仙台塩釜港の利用拡大を推進した。 

（土木部港湾課） 
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仙台空港利用促

進加速事業 

207,944  

［ 81,324］ 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により落ち込んだ航空需要の回復と、

アフターコロナを見据えたプロモーションに取り組むとともに、国内線に

おいては若者を対象とした航空チケット助成キャンペーンを行った。また、

国際線の再開に伴い、パスポートを取得する費用を助成するキャンペーン

及び航空会社の地上支援業務の一部助成を実施した。 

    （土木部空港臨空地域課） 

仙台空港国際貨

物拡大促進事業 

1,000  

 ［  140］ 

仙台空港における航空貨物取扱量の拡大に向け、荷主企業等を対象にセミ

ナーを開催した。             （土木部空港臨空地域課） 

「富県戦略」育

成・誘致による

県内製造業の集

積促進事業（工

業団地等交通安

全施設整備） 

6,500  

［6,500］ 

  

二の倉工業団地と仙台東部道路岩沼インターチェンジを結ぶ路線上の交差

点 1 か所（岩沼市内）に信号機を整備し、交通の安全と物流の円滑化を 

図った。                  （警察本部交通規制課） 

 

（５）人材の育成及び定着 

県は、ものづくり産業の競争力を支える人材の育成及び定着を図るため、大学等における研究成果を活用した

事業を実施するものづくり事業者の創出その他の必要な施策を講ずるものとする。 

県は、事業者、大学等その他の関係者と協調して、ものづくり産業の競争力を支える人材の育成及び定着を推

進するために必要な体制の整備を行うものとする。 

県は、ものづくり産業を担う人材の資質の向上を図るため、高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援

学校の高等部を含む。以下同じ。）等におけるものづくり事業者を活用した産業教育の実施その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

県は、ものづくり基盤技術に対する関心と理解を深めるため、小学校、中学校、高等学校等におけるものづく

り基盤技術に関する教育の充実に必要な施策を講ずるものとする。（第12条） 

 

産学官連携による「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」を運営するとともに、ものづくり産業の人材育成・

確保や県内製造業への理解促進を図るため、県内ものづくり企業へのインターンシップ等を実施した。また、「み

やぎ高度電子機械人材育成センター」や「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」において、大学生等

を対象に、高度電子機械分野及び自動車分野の専門的な研修及びセミナーを実施した。 

（単位：千円）  

関係事業名 
当初予算額 

［決算額］ 
実施概要（担当課・室） 

ＳＤＧｓ追求型地

域産業振興事業 

8,000  

［6,690］ 

地方振興（地域）事務所においてSDGｓの17の目標のいずれかを標榜し、

地域産業の持続的な発展に対して寄与が期待される4事業を実施した。 

    （富県宮城推進室） 
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高度電子機械産業

集積促進事業 

［再掲］ 

133,085  

［109,266］ 

 

高度電子機械産業における、高成長・高付加価値市場への参入を目指し、

産学官の連携による「みやぎ高度電子機械産業振興協議会（会員数：490

（R3）→512（R4）」を運営母体に今後、高成長が見込まれる「半導体・エ

ネルギー」、「医療･健康機器」、「航空機」を重点分野として位置づけて

各種事業を展開した。コロナ禍で活動が制限される中、Webを活用したセミ

ナー等を開催（計12回、延べ747人参加）したほか、大型展示会への出展（計

5回、延べ26社参加）やビジネスマッチング・個別企業紹介（計145回、延

べ451社）、国際認証取得奨励金（交付2件）を実施した。MEMS関連事業に

関しては、平成16年度に設立された産学官連携組織「MEMS パークコンソー

シアム」の事業の企画・運営に参加することにより、セミナー等の開催を

通じて、MEMS技術に関する情報共有・発信、ネットワーク構築、事業化推

進等の活動を支援した。産学官が連携して設立した「みやぎ高度電子機械

人材育成センター」を通じた、県内理工系大学･高専の学生を対象とした実

践的な研修（全5日間）を開催した。（受講者22名、うち修了者20名） 

                                           （新産業振興課） 

AI・IoT産業創出・

活用促進支援事業

［再掲］ 

46,300  

［34,327］ 

県内産業のデジタル化・DXを進めるため「時代と地域が求める産業人材育

成事業」を実施し、参加企業23社に対し、経営課題の整理、DXを推進する

社内人材の育成、DX推進プランの策定の支援等を実施した。また、ベンダ

ー企業（IT企業）とユーザー（非IT企業）との連携を促進するため「異業

種連携促進支援事業」を実施し、ユーザー・ベンダー双方に資するテーマ

でオンラインセミナーを開催した（県内製造業4社が参加）。更に、県内に

おける先進的なAI・IoTビジネスの創出・市場形成を図るために「先進的AI・

IoT活用ビジネス創出実証事業」を実施し、AI・IoTを活用したビジネスモ

デルの企画、システム開発・実証案件1件を採択、経費の一部を補助した。 

         （産業デジタル推進課） 

IT人材採用・育成

支援事業 

28,827  

［26,899］ 

県内・隣県の学生等の県内IT企業等への就業を促進するために、就職活動

前の学生等を対象に県内 IT 産業や企業の認知度向上を目的として、県内

IT企業等が共同で教育機関等と連携して行う事業に対し、その費用の一部

を補助した（1 団体へ補助）。また、新卒者等未経験者及び中堅層向けと

新たなデジタルビジネスを担うより高度な中核人材等向けの IT 技術者育

成をそれぞれ委託により実施した（新卒者等未経験者及び中堅層向け受講

26社69人、高度中核人材等向け受講延べ45社90人）。 

               （産業デジタル推進課） 

自動車関連産業特

別支援事業［再掲］ 

 

 

 

 

65,427  

  ［51,902］ 

自動車関連産業における新規参入や取引拡大を図るため、「みやぎ自動車

産業振興協議会（会員数：623（R4）」を運営母体に「みやぎ自動車産業振

興ビジョン」に掲げる「受注獲得・取引創出」「人材創出・育成」「技術

開発・技術力強化」を重点取組分野と位置づけて各種事業を展開した。 

「受注獲得・取引創出」分野では、東北各県・北海道と連携した合同展示

商談会1件（出展63企業・団体〔うち宮城県11社〕）、県単独による商

談会 2 件（参加 6 社）を開催したほか、異業種展示交流会への共同出展 
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1 件（参加 5 社、出展費用の一部補助）などを通じて、県内企業の新規参

入や取引拡大を支援した。 

「人材創出・育成」分野では、大学や自動車関連企業協力のもと、「みや

ぎカーインテリジェント人材育成センター」において、自動車の基礎、電

子制御などの実践的な研修を開催し、県内理工系大学生や宮城で就職を考

えている首都圏等の大学生等が参加した（6講座、102人修了）。また、県

内企業向けに技術動向やカーボンニュートラルをテーマとした自動車関連

産業セミナーを開催した（2回、92人参加）。 

「技術開発・技術力強化」分野では、生産現場における生産性向上等の取

組を支援するため、専門アドバイザー等による集合研修を開催（5 回、延

べ28社参加）したほか、実際の生産工程での個別支援（7社）を実施した。

更には、産業技術総合センターが中心となり、国等の競争的資金獲得や自

動車メーカーへの新技術・新工法の提案に向けた共同研究（6件）のほか、

県内企業の製品開発・提案力向上のための講座を開催した（6 回、延べ 

25社参加）。                      （自動車産業振興室） 

中小企業経営支援

体制強化事業 

［再掲］ 

 

195,257  

［190,518］ 

 

（公財）みやぎ産業振興機構（県中小企業支援センター）において、専門

家派遣事業（23社78回）をはじめ、起業から販路開拓までを集中的に支援

するステージアップ支援事業を実施した。（公財）みやぎ産業振興機構（県

中小企業支援センター）において、中小企業等による人材・技術・情報等

の経営資源を活用した創業、経営革新、取引支援、販路拡大、情報化等の

取組に対する支援を行った（取引あっせん成立件数123件）。 

               （中小企業支援室） 

産業人材育成プラ

ットフォーム推進

事業 

1,437  

［  791］ 

 

「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」の全体会議では、人材育成施策

の情報共有や意見交換を行ったほか、地方振興事務所が運営する「圏域版

プラットフォーム」では、会議16回、関連事業50件を実施するなど、多

様な人材育成の推進に繋がった。なお、人材育成気運醸成を目的として「み

やぎ産業人材育成フォーラム」を３月に開催した。 （産業人材対策課） 

ものづくり人材育

成確保対策事業 

35,713  

［29,304］ 

 

高校生等を対象としたものづくり企業見学会（受入企業延べ３８社、学生

等６４７人）や高校等へのキャリアカウンセラー派遣によるセミナー（延

べ22校、生徒等延べ806人受講）の開催、ものづくり産業広報誌や製造業

認知度向上動画の作成・配布のほか、教育庁事業（みやぎクラフトマン21

事業）と連携し、工業系高校生向けに熟練技能者が現場指導（協力企業延

べ209社、学生延べ4,472人）を行うことにより、企業の認知度向上や魅

力の発信、ものづくり人材の育成を担った。      （産業人材対策課） 

みやぎdeインタ

ーンシップ事業 

16,546  

［16,299］ 

 

首都圏や県内学生等の県内ものづくり企業におけるインターンシップの実

施により、延べ120人が参加し、企業の認知度向上や県内就職の促進につ

ながった。（受入登録企業87社、登録学生数485人）また、参加学生への

交通費等を延べ13人に助成し、学生のインターンシップ参加を促進した。 

                        （産業人材対策課） 
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課題解決型インタ

ーンシップ推進事

業 

4,872  

［4,020］ 

ものづくり企業の生産現場において人材育成や人手不足が課題となってい

ることから、県内高専生等27人が参加した中長期インターンシップの受入

企業14社に対して、指導に係る人件費等を助成することで、即戦力となる

中核的な人材育成と県内企業の魅力発信を支援した。（産業人材対策課） 

社会人との対話に

よるキャリア発達

支援事業 

11,264  

［10,916］ 

県内の児童・生徒の発達段階に応じたキャリア形成支援の充実を図るため、

小学生向けプログラムに延べ780人、中高生向けプログラムに延べ603人

が参加し、職業観や勤労観の醸成を図るとともに、地域内企業の社員同士

の交流機会を提供した。                    （産業人材対策課） 

みやぎ学生×企業

コミュ活事業 

7,284  

［7,228］ 

県内就職に目を向けてもらうため、みやぎ業界研究セミナー（学生延べ 

38 人、企業8社）や学生と企業の交流イベント（学生延べ65人、企業延

べ30社）を開催することにより、県内企業への興味・関心を高めた。 

    （産業人材対策課） 

安定就労に向けた

人材育成事業 

19,000  

［14,881］ 

  

ものづくり産業（製造業等）の分野で活躍する人材育成を促進するため、

非正規社員等を対象とし、不安定就労形態から安定就労への転換に関する

セミナー及び企業実習（セミナー受講12人、企業実習修了3人）を行った。

また、ITスキル訓練を2回実施し25人が修了した。さらに、離職者等に

対して、製造や建築の基礎作業を経験できる機会を提供し、職業観を醸成

するとともに自分に合う仕事を見つけるための職業訓練（ジョブセレクト

科）を実施し、1人が修了した。                 （産業人材対策課） 

プロフェッショナ

ル人材戦略拠点運

営事業 

58,979  

［53,510］ 

（一社）みやぎ工業会内にプロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、プ

ロフェッショナル人材戦略マネージャーを地域企業に派遣し、新事業や新

販路開拓など「攻めの経営」への転換を促すとともに、必要なプロフェッ

ショナル人材を明確化し、民間人材ビジネス事業者等を活用することによ

り、プロフェッショナル人材の採用を支援した。成約件数：242 件、新規

訪問企業数：162社。                                  （雇用対策課） 

宮城ＵＩＪターン

助成金事業 

38,000  

［10,767］ 

 

首都圏など県外に居住するプロフェッショナル人材を新たに雇用、または

お試し就業を実施した県内中小企業に対し、その紹介手数料の3分の2を

助成した。県内中小企業 8 事業者に対し、交付決定し、8 名のプロフェッ

ショナル人材の受入に活用された。          （雇用対策課） 

学生ＵＩＪターン

支援事業 

14,350  

 [11,312］ 

 

宮城県内企業の人材確保と県外大学生等の UIJ ターン就職を促進するた

め、県外大学生等が就職活動のために住所地と県内を往復する経費の2分

の1を助成した。令和4年度の助成実績は、126件，1,493,200円であった

(令和5年3月31日時点)。                       （雇用対策課） 

みやぎクラフトマ

ン21事業 

4,880  

［4,669］ 

 

工業関係の高校生が現場実習や企業等の熟練技能者による実践事業を通し

て、技術力向上とものづくり産業に対する理解を深め、地域産業を支える

人材の確保と育成を図った。（県立実践校1１校，155計画中129のプログ

ラムを実施。26中止。） 

・ものづくり現場実習、・ものづくり高・大・企業連携、・ものづくり実

践指導支援、・ものづくりコンテスト充実支援、・ものづくり出前授業、 

・ものづくり教員研修             （教育庁高校教育課） 
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「地学地就」産業

人材育成事業 

37,864  

［34,213］ 

 

学校と地域の企業及び県の関係機関が連携協力して、地域の将来を支える

ものづくり人材の育成と確保及び職場定着の取組を行うため、高校教育課

及び産業人材対策課に統括コーディネーター（11名）を配置するとともに、

「地学地就」コーディネーターを県立高等学校および地方振興事務所に配

置した（22校および4地振、10名）。           （教育庁高校教育課） 

 

（６）ものづくり産業に関する企業の立地の促進 

県は、社会資本の整備の状況、土地利用の動向等から、ものづくり産業に関する企業の立地に適すると認めら

れる区域において、その立地を促進するための有効な土地利用がなされるよう、関係市町村その他の関係機関と

連携を図りつつ、必要な施策の推進に努めるものとする。 

県は、ものづくり産業に関する企業の立地に係る手続の円滑化及び迅速化を図るため、必要な体制の整備に努

めるものとする。 

県は、ものづくり産業に関する企業の立地を促進するため、情報の提供、立地に必要な資金の供給の円滑化そ

の他の必要な施策を講ずるものとする。（第13条） 

 

「民間投資促進特区」制度による税制の特例や立地奨励金の交付、企業訪問活動等の強化等により、「自動車

関連産業」、「高度電子機械関連産業」及び「食品関連産業」分野を中心として、企業誘致の促進を図った。 

（単位：千円）  

関係事業名 
当初予算額 

［決算額］ 
実施概要（担当課・室） 

情報通信関連企業立

地促進奨励事業 

109,655  

［ 45,110］ 

県内投資環境を各種媒体でPRしたほか、立地に係る固定資産及び雇用者

の数に応じて奨励金を交付する優遇施策を講じることにより、県内に情

報通信関連企業の集積を図った結果、ソフトウェア開発拠点等として 

6社が仙台市内に立地した。                  （産業デジタル推進課） 

みやぎ企業立地奨励

金事業 

3,875,700  

［3,722,290］ 

従前の奨励金制度を拡充し、平成20年度に創設された制度。県内に工場

等を新設・増設する企業に対し、奨励金を交付し（26件、3,722,290 千

円）、企業誘致の促進と県内企業の県内での業務拡張の支援を行った。 

（産業立地推進課） 

工場立地基盤整備事

業貸付金 

800,000  

［278,000］ 

工場用地開発に積極的に取り組む市町村に対し、工場用地造成事業に係

る事業費を無利子で貸し付けることにより、産業用地の造成を促進した

（2件）。                    （産業立地推進課） 

名古屋産業立地セン

ター運営事業 

11,931  

［11,086］ 

中京地区における自動車関連産業を中心とした誘致活動を実施し、本県

への企業集積を促進するとともに、県内の自動車関連企業の取引拡大に

向けた支援を行った。              （産業立地推進課） 

高水質浄水施設整備

支援事業補助金 

100,000  

［      0］ 

「高度電子機械産業」、「食品関連産業」等一部の製造業においては、

濁度0.1 度以下の高い水質基準が必要とされていることから、本県立地

への強力なインセンティブとするため、浄水施設の整備に係る費用に対

する補助を実施したが、令和４年度の活用企業がなかったため、実績は

なし。                     （産業立地推進課） 
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宮城県立地企業雇用

確保支援対策事業 

2,126  

［  447］ 

立地企業11社と高校・大学・関係機関などへ延べ60か所への合同訪問

を行った。                     （産業立地推進課） 

対宮城県直接投資促

進事業 

14,381  

［11,355］ 

 

ジェトロ・東北大学と連携し、ヘルステック関連海外企業とのオンライ

ンマッチングイベントを実施し、計13件の面談を実施した。 

東北大学と連携し、台湾、EU最大の半導体国際展示会に出展し、9社と

の面談を実施した。               （国際ビジネス推進室） 

クリーンエネルギー

みやぎ創造事業 

［再掲］ 

339,930  

［340,506］ 

 

 

県内事業者による二酸化炭素排出量の削減等を図るため、県内事業者が

行う省エネルギー設備及び再生可能エネルギー等設備の導入の取組を支

援したほか、県内で実施する二酸化炭素の排出削減に資する調査、技術

若しくは製品の研究開発等の取組を支援した。（高効率設備等導入事業

45件、再生可能エネルギー等設備導入支援事業13件、研究開発等事業 

3 件）また、県内における環境関連産業の振興を図るため、県内事業者

が行う環境関連設備・デバイス等の製品開発の取組を支援した。（宮城

県新エネルギー等環境関連設備開発支援事業6件）。 

     （環境生活部環境政策課） 

 

（７）震災復興関連事業 

東日本大震災により甚大な被害を受けた地域において、「宮城県震災復興計画」を着実に実施するため、被災地

の中小企業等が一体となって進める復旧整備事業について、県が認定する復興事業計画に基づき、その計画に不可

欠な施設等の復旧・整備に対して、国と連携して補助する「中小企業等復旧・復興支援事業費補助金（中小企業等

グループ施設等復旧整備補助金）」、復興事業計画の認定を受けた中小企業等グループの企業等に対し、復旧に必

要な設備等の導入資金について長期・無利子の貸付を行う「中小企業等グループ設備等復旧整備資金貸付事業」、

県制度融資「みやぎ中小企業復興特別資金」などの支援を実施した。 

（単位：千円）  

関係事業名 
当初予算額 

［決算額］ 
実施概要（担当課・室） 

復興企業相談助言事

業（震災復興基金） 

46,126  

［44,686］ 

 

震災からの復興を目指し経営課題に取り組む中小企業者に対し、（公

財）みやぎ産業振興機構に登録する専門家を、28 者、延べ 135 回派遣

することにより支援した。また、中小企業等復旧・復興支援事業を活

用した中小企業等を対象に、同機構の巡回訪問員が、395者、延べ755

回訪問し、相談・助言等を行った。       （企業復興支援室） 

中小企業等グループ

設備等復旧整備資金

貸付事業 

0  

［0］ 

(過年度造成済) 

被災中小企業の早期事業再開を支援するため、(公財)みやぎ産業振興

機構において、復興事業計画の認定を受けた中小企業等グループの企

業等に対し、復旧に必要な設備等の導入資金に係る長期・無利子の貸

付（7件486,360千円の貸付実行）を行った。  （企業復興支援室） 

中小企業等復旧・復

興支援事業費補助金

（中小企業等グルー

プ施設等復旧整備補

助金） 

3,367,000  

［4,072,973］ 

被災地の中小企業が一体となって進める復旧整備事業について、県が

認定する復興事業計画に基づき、その計画に不可欠な施設等の復旧・

整備に対して、国と連携して補助することにより、県内中小企業等の

早期事業再開を支援した。（再交付決定10件）。 

（企業復興支援室・商工金融課） 
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中小企業施設設備復

旧支援事業（震災復

興基金） 

40,000  

［     0］  

東日本大震災により甚大な被害を受けた地域において、地域の生活基

盤となっている中小企業者のうち、製造業者が実施する生産施設及び

生産設備の復旧事業を支援するもの。令和４年度においても、年 2 回

（24次、25次）の募集を行ったが、交付申請はなかったもの。 

    （新産業振興課） 

工業製品放射線関連

風評被害対策事業 

316  

［305］  

取引先からの要望への対応や海外輸出のために製品の放射線検査を 

必要とする企業等からの求めに応じ、センターで保有している機器を

用いて製品の放射能測定を実施し、その結果を証明書として交付した。 

 （新産業振興課） 

中小企業経営安定資

金等貸付金 

11,591,000  

［ 8,967,000］ 

東日本大震災により被災した事業者向けの制度融資「みやぎ中小企業

復興特別資金」により、被災事業者の円滑な資金調達を支援した。 

（新規融資件数54件、新規融資額1,403,922千円（R5.3月末現在）） 

（商工金融課） 

中小企業等二重債務

問題対策事業 

1,000  

［  594］ 

東日本大震災に伴う中小企業者等の二重債務問題への対応として、既

往債務の買取先の支援を行う「宮城産業復興機構」へ出資した。 

（商工金融課） 

被災中小企業者対策

資金利子補給事業 

70,000  

［17,219］ 

みやぎ中小企業復興特別資金の借入れを行った被災中小企業者の金利

負担を軽減するため、利子補給を実施した（延べ291社）。 

   (商工金融課） 

 
（注１） 担当課・室名の欄で、経済商工観光部については、部名の記載を省略している。 
（注２） 「３ 令和４年度事業の実施状況」の表中、当初予算額は、令和４年度当初予算額を、決算額には、令和３年度繰越

事業を含む金額を記載している。 
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４ 令和５年度の主な取組 

 

（１）ものづくり事業者の経営基盤の強化 

県内企業の技術力の高度化や販路拡大を図るため、中小企業等のデジタル化を支援するほか、自動車関連産業

については、自動車関連産業のＯＢを活用した県内企業への生産現場改善支援等や受発注拡大に向けた展示商談

会の開催を行う。また、県産農林水産物など豊かな地域資源の活用や、都市と農山漁村の交流等も取り入れた新

たな６次産業化に取り組むほか、県内中小企業等に対する伴走型支援体制を拡充し、ものづくり産業の生産現場

における生産性改善等取組の支援や人員配置の適正化等による経営安定化を促進する。 

                               （単位：千円） 

令 和 ５ 年 度 事 業 予算額 担当課・室 

地域未来創出事業 12,371 富県宮城推進室 

地域支援事業（地域振興型） 6,000 富県宮城推進室 

地域支援事業（地域産業振興型） 8,000 富県宮城推進室 

ＫＣみやぎ（基盤技術高度化支援センター）推進事業 6,566 新産業振興課 

富県宮城技術支援拠点整備拡充事業 146,998 新産業振興課 

高度電子機械産業集積促進事業 136,465 新産業振興課 

ものづくり基盤技術高度化支援事業 8,430 新産業振興課 

新規参入・新産業創出等支援事業 68,678 新産業振興課 

地域企業競争力強化支援事業 12,745 新産業振興課 

デジタルエンジニアリング高度化支援事業 28,144 新産業振興課 

次世代リーダー育成支援事業 6,000 新産業振興課 

自動車関連産業特別支援事業 64,972 自動車産業振興室 

中小企業経営支援体制強化事業 195,128 中小企業支援室 

水産加工業競争力強化支援事業 48,900 中小企業支援室 

小規模事業者伴走型支援体制強化事業 32,800 中小企業支援室 

創業・第二創業支援事業 86,276 中小企業支援室 

生産現場改善強化支援事業 44,200 中小企業支援室 

取引拡大チャレンジ支援事業 20,300 中小企業支援室 

中小企業販路開拓総合支援事業 33,668 中小企業支援室 

中小企業等デジタル化支援事業 223,506 中小企業支援室 

クリーンエネルギーみやぎ創造事業 490,824 環境生活部環境政策課 

燃料電池自動車普及推進事業 158,200 環境生活部再生可能エネルギー室 

水素エネルギー利活用普及促進事業 7,400 環境生活部再生可能エネルギー室 

水素エネルギー産業創出事業 1,000 環境生活部再生可能エネルギー室 

食材王国みやぎの「食」ブランド化推進プログラム事業 7,208 農政部食産業振興課 

みやぎの食材バリューチェーン構築プロジェクト 28,546 農政部食産業振興課 

地域資源・キャリア人材フル活用推進事業 23,802 農政部農山漁村なりわい課 
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（２）ものづくり産業における新事業の創出 

高度電子機械産業やＩＴ及びクリーンエネルギー産業等の新たに成長が期待される産業分野における新事業

の創出に向けた、取引開始、製品開発・普及等の取組を支援する。高度電子機械産業については、県内企業の関

連分野における受発注取引の拡大に向け、「半導体・エネルギー」、「医療･健康機器」、「航空機」を重点分

野として注力した取組を進める。また、学術研究機関と連携してクリエイティブなデジタルエンジニアの育成と

県内企業への技術の普及を図る。 

             （単位：千円） 

令 和 ５ 年 度 事 業 予算額 担当課・室 

富県宮城技術支援拠点整備拡充事業［再掲］ 146,998 新産業振興課 

起業家等育成支援事業 2,018 新産業振興課 

ものづくり産業振興起業家等育成支援事業 9,000 新産業振興課 

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業 8,500 新産業振興課 

高度電子機械産業集積促進事業［再掲］ 136,465 新産業振興課 

ものづくり基盤技術高度化支援事業［再掲］ 8,430 新産業振興課 

みやぎの伝統的工芸品産業振興事業 10,176 新産業振興課 

新規参入・新産業創出等支援事業［再掲］ 68,678 新産業振興課 

地域企業競争力強化支援事業［再掲］ 12,745 新産業振興課 

デジタルエンジニアリング高度化支援事業［再掲］ 28,144 新産業振興課 

中小企業経営支援体制強化事業［再掲］ 195,128 中小企業支援室 

創業・第二創業支援事業［再掲］ 86,276 中小企業支援室 

新事業創出支援事業 19,000 中小企業支援室 

AI・IoT産業創出・活用促進支援事業 49,330 企画部産業デジタル推進課 

みやぎIT商品販売・導入促進事業 39,037 企画部産業デジタル推進課 

クリーンエネルギーみやぎ創造事業［再掲］ 490,824 環境生活部環境政策課 

 

（３）産学官の連携の推進等 

ＫＣみやぎを窓口とした、地域企業の基盤技術高度化支援に加え、「ＫＣみやぎ推進ネットワーク」の活動を

通じて、地域企業と学術研究機関との実践的連携活動を促進する。また、あらゆる産業に関わる表面・界面制御

技術に基づく商品開発支援や産業技術総合センターと企業等の連携による技術開発の支援に取り組むとともに、

最先端の研究開発基盤である「次世代放射光施設（ナノテラス）」の利用促進を図る。さらに「テック系スター

トアップ」の宮城県における成長支援と定着支援を図る。 

            （単位：千円） 

令 和 ５ 年 度 事 業 予算額 担当課・室 

ＫＣみやぎ（基盤技術高度化支援センター）推進事業

［再掲］  
6,566 新産業振興課 

起業家等育成支援事業［再掲］ 2,018 新産業振興課 

高度電子機械産業集積促進事業［再掲］ 136,465 新産業振興課 

ものづくり基盤技術高度化支援事業［再掲］ 8,430 新産業振興課 

新規参入・新産業創出等支援事業［再掲］ 68,678 新産業振興課 

地域企業競争力強化支援事業［再掲］ 12,745 新産業振興課 

デジタルエンジニアリング高度化支援事業［再掲］ 28,144 新産業振興課 
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放射光施設利用促進事業 27,600 新産業振興課 

産学連携素材技術活用支援事業 10,000 新産業振興課 

テック系スタートアップ成長支援事業費≪新規≫ 25,000 新産業振興課 

知的財産活用推進事業 676 新産業振興課 

 

（４）事業環境の整備 

企業立地の誘導や進出企業の利便性向上を図るため、道路・空港・港湾等のインフラ整備を進める。また、自

動車関連産業及び高度電子機械産業等において規模拡大や新規参入を行う中小企業者や震災により被災した中

小企業者が県制度融資を利用する際の信用保証料の引き下げなど融資の利活用促進を図るとともに、海外での商

談会開催や各種イベントにおいて県産品のＰＲを行い、県内企業の海外への販路開拓を促進する。 

 （単位：千円） 

令 和 ５ 年 度 事 業 予算額 担当課・室 

自動車関連産業特別支援事業［再掲］ 64,972 自動車産業振興室 

信用保証協会経営基盤強化対策事業 45,000 商工金融課 

中小企業金融対策事業 106,025,257 商工金融課 

事業承継支援体制強化事業 16,700 中小企業支援室 

姉妹友好関係等を活用した海外販路開拓事業 3,596 国際政策課 

北米及び欧州における販路開拓・定着支援事業 11,181 国際政策課 

県産食品海外ビジネスマッチングサポート事業 16,551 国際ビジネス推進室 

輸出基幹品目販路開拓事業 22,618 国際ビジネス推進室 

東アジアとの経済交流促進事業 1,048 国際ビジネス推進室 

海外事務所運営費補助事業 53,427 国際ビジネス推進室 

日本貿易振興機構仙台貿易情報センター負担金 19,300 国際ビジネス推進室 

みやぎグローバルビジネス総合支援事業 1,239 国際ビジネス推進室 

東南アジアとの経済交流促進事業 13,000 国際ビジネス推進室 

東南アジア宮城県産品マーケティング支援等事業 23,831 国際ビジネス推進室 

ものづくり海外販路開拓支援事業 8,258 国際ビジネス推進室 

欧米地域販路開拓事業 11,762 国際ビジネス推進室 

海外バイヤー向け商品DB構築事業≪新規≫ 1,500 国際ビジネス推進室 

道路改築事業 6,530,110 土木部道路課 

港湾整備事業 3,036,451 土木部港湾課 

港湾利用促進事業 3,384 土木部港湾課 

仙台空港利用促進加速事業 141,076 土木部空港臨空地域課 

「富県戦略」育成・誘致による県内製造業の集積促進

事業(工業団地等交通安全施設整備) 
7,100 警察本部交通規制課 
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（５）人材の育成及び定着 

「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」の運営により、産学官連携による人材育成への取組を推進するととも

に、ものづくり企業の雇用ミスマッチ解消に向けてコーディネーターを配置するなど、人材定着に向けた取組を支

援する。また、学生等の県内ＩＴ企業への就業を促進するため、企業の知名度向上等を図り、教育機関と連携して

行う取組を支援するとともに、地域のＩＴ企業が直ぐに必要としているデジタル人材の育成確保と地域ＩＴ産業に

おいて不足している高度デジタル人材の育成を図る。 

（単位：千円） 

令 和 ５ 年 度 事 業 予算額 担当課・室 

地域支援事業（地域産業振興型）［再掲］   8,000 富県宮城推進室 

高度電子機械産業集積促進事業 ［再掲］ 136,465 新産業振興課 

自動車関連産業特別支援事業［再掲］ 64,972 自動車産業振興室 

中小企業経営支援体制強化事業［再掲］ 195,233 中小企業支援室 

産業人材育成プラットフォーム推進事業 1,365 産業人材対策課 

ものづくり人材育成確保対策事業 35,713 産業人材対策課 

みやぎdeインターンシップ事業 16,546 産業人材対策課 

課題解決型インターンシップ推進事業 4,872 産業人材対策課 

社会人との対話によるキャリア発達支援事業 11,264 産業人材対策課 

みやぎ学生×企業コミュ活事業 7,284 産業人材対策課 

安定就労に向けた人材育成事業 19,000 産業人材対策課 

オンラインを活用したIT人材育成事業≪新規≫ 9,920 産業人材対策課 

プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 58,000 雇用対策課 

宮城ＵＩＪターン助成金事業 38,000 雇用対策課 

学生ＵＩＪターン支援事業 11,650 雇用対策課 

AI・IoT産業創出・活用促進支援事業［再掲］ 49,330 企画部産業デジタル推進課 

デジタル人材採用・育成支援事業 30,175 企画部産業デジタル推進課 

みやぎクラフトマン21事業 5,100 教育庁高校教育課 

「地学地就」産業人材育成事業 49,198 教育庁高校教育課 

 

（６）ものづくり産業に関する企業の立地の促進 

工場等を新・増設する企業を支援する奨励金制度、民間投資促進特区による税制の特例措置、企業訪問をはじ

めとする企業誘致活動等により、「自動車関連産業」、「高度電子機械関連産業」及び「食品関連産業」の集積

を中心に重点的な誘致を行い、雇用機会の拡大を図る。 

                     （単位：千円） 

令 和 ５ 年 度 事 業 予算額 担当課・室 

みやぎ企業立地奨励金事業 4,109,700 産業立地推進課 

工場立地基盤整備事業貸付金 583,700 産業立地推進課 

名古屋産業立地センター運営事業 11,931 産業立地推進課 

高水質浄水施設整備支援事業補助金    20,000 産業立地推進課 

宮城県立地企業雇用確保支援対策事業 2,127 産業立地推進課 

対宮城県直接投資促進事業 14,381 国際ビジネス推進室 

情報通信関連企業立地促進奨励事業 94,490 企画部産業デジタル推進課 
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クリーンエネルギーみやぎ創造事業［再掲］ 490,824 環境生活部環境政策課 

産業用地再生可能エネルギー等導入促進事業 20,000 産業立地推進課 

産業基盤整備可能性調査事業 21,000 産業立地推進課 

 

（７）震災復興関連事業 

東日本大震災により甚大な被害を受けたものづくり事業者の復旧・復興を支援するため、創業資金の補助、中

小企業の生産施設等の復旧への助成のほか、被災した中小企業者の県制度融資からの借入に対する利子補給や相

談・助言等の支援を行う。 

                             （単位：千円） 

令 和 ５ 年 度 事 業 予算額 担当課・室 

復興企業相談助言事業（震災復興基金） 46,465 企業復興支援室 

中小企業等グループ設備等復旧整備資金貸付事業 過年度造成済 企業復興支援室 

中小企業等復旧・復興支援事業費補助金 

（中小企業等グループ施設等復旧整備補助金） 
2,397,170 企業復興支援室・商工金融課 

工業製品放射線関連風評被害対策事業 359 新産業振興課 

中小企業経営安定資金等貸付金 8,875,000 商工金融課 

中小企業等二重債務問題対策事業 1,000 商工金融課 

被災中小企業者対策資金利子補給事業 53,000 商工金融課 

（注） 担当課・室の欄で、経済商工観光部については、部名の記載を省略している。 


